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「県南広域振興局・奥州市・金ケ崎町政策調整会議」の検討状況について
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※行政分野別に設置
　企画総務部会
　環境生活部会
　保健福祉部会
　商工労働観光部会
　農林部会
　建設部会
　教育部会

県・市・町の全ての事務事業を対象

県の事務事業 奥州市の事務事業 金ケ崎町の事務事業

③協議・調整
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県南広域振興局と奥州市及び金ケ崎町とが、地域における政策を総合的かつ効率的に推進するための協議・調整
を行う。

二重行政と
なっている
もの

県と市町が
連携・協働
することに
より効率化
や相乗効
果が期待
できるもの

「県が実施する」

それらの効果的な
連携・協働の具体的
あり方について検討

「市町が実施する」
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①事務事業棚卸し
奥州市・金ケ崎町 地域企画室県南局

基礎データ収集

調整案

〔委員〕

①県南広域振興局各部室の長

②県南広域振興局各部室の課長

③奥州市・金ケ崎町の担当部課長

④学識経験者

※教育部会は、上記①～③に相当する職

県、市町の全事務事業をリストアップ

※「本来の望ましい役割」について自己点検(市町)
　　「廃止すべき」、
　　「民間に移管すべき」、
　　「市町が担うべき」
　　「県が担うべき」、
　　「国が担うべき」
　の５つに仕分け

報告１

　　

〔委員〕

①県南広域振興局長

②奥州市長

③金ケ崎町長

④学識経験者

⑤県南広域振興局の経営企画部長及び総務部長

⑥奥州市及び金ケ崎町の総務・政策担当の部課長

　

〔所掌事項〕
○市町と県の二重行政の解消・防止
○市町と県の連携・協働
○市町と県の施策の立案・調整
○権限移譲の推進
○地域課題に関する事項

〔今年度の検討事項〕

○市町と県の二重行政の
　解消・防止
○市町と県の連携・協働
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◇事務事業の棚卸から検討項目選定までの流れ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
市町・県の事務事業棚卸 

延べ 3,600 事業 
 
(内訳)： 

県 1,727 事業 

市 1,158 事業 

町 715 事業 
 
(対象事業) 

県 ：平成 19 年度事務事

業総点検の資料を活

用。(予算額は平成 20

年度当初) 

市町：平成 20 年度当初予

算の事業項目を全て

ピックアップ 
 
(備考) 

※ なお、市町において、

本来望ましい役割分担

を自己点検 

【検討の結果】 
１ 二重行政と考えられる項目（事務事業）の選定 

 
182 件（885 事業） 

（部会別） 
部会名 項目 事業 部会名 項目 事業 

企画総務 44 124 農林 47 144 
環境生活 10 37 建設 20 152 
保健福祉 37 345 教育 14 40 
商工労働観光 10 43 計 182 885 

 
２ 非効率等と考えられる項目等の検討 

 

 

 

 

36 件（402 事業） 
（部会別） 

部会名 項目 事業 部会名 項目 事業 
企画総務 12 51 農林 5 12 
環境生活 2 5 建設 6 72 
保健福祉 5 226 教育 4 20 
商工労働観光 2 16 計 36 402 

                

※ 残りの項目 146 件（483 事業）については、二重行

政として非効率はなく、役割分担も適切であると部

会で判断されたもの。 

対象事業 市町・県南局 
作業班(担当者) 

 
○市町・県の事務

事業の突合（対

照表作成） 
 
○予め二重行政

として検討対

象とすべき項

目・事務事業の

抽出 

分野別部会 
(市町部・課長、民間委員、県南局部・課長) 

1 検討項目 
○二重行政の解消・防止 
７部会 全 17 件(287 事業)を検討 

 〔主な検討項目〕 
部会名 主な検討項目 

企画総務 

・学校基本調査 

・コミュニティ振興 

・自衛官募集 

環境生活 ・有害鳥獣捕獲 

保健福祉 ・国民健康保険 

商工労働観光 ・中小企業支援(貸付融資制度) 

農  林 ・森林整備（間伐等） 

建  設 ・建築指導事務 

教  育 ・スポーツ指導者研修 

 〔主な意見〕 
 ・住民視点、市町村視点で検討すべき 
 ・市町村の規模に応じた県との役割分担（県の補

完）にも考慮すべき 
 ・県・市町村で政策の競い合いがあってもいい 
・政策調整会議での検討結果について、法律改正

まで求めないと、何も変わらない。 等 
 

２ 次回の検討項目(予定) 

 ○二重行政の解消・防止 

 ○連携・協働のあり方 

留意点：今回の対象は予算事業

項目(平成 20 年度)と
しており、 
○ ゼロ予算事業 
○ 許認可等事務 
については対象外 

第１回政策調整会議（Ｈ21.10.19開催） 
(市町首長、民間委員、学識経験者、県南局長等) 

[検討の視点] 

○二重行政により生じている非効率はないか。 

○県と市町との役割分担は適切か。 

これまでの検討状況 




